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労働者派遣基本契約書  

 

 横須賀市（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）は、労

働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和

60年法律第 88号。以下「派遣法」という。）に基づき甲に乙の雇用する労働者

を派遣するにあたり、労働者派遣基本契約（以下「本契約」という。）を締結

する。  

 

（目的）  

第１条  本契約は、乙が本契約及び派遣法に基づき、乙の雇用する派遣労働者

（以下「派遣労働者」という。）を甲に派遣し、甲の指揮命令により業務に

従事させることを目的とする。  

（本契約の適用）  

第２条  本契約に定める事項は、本契約の有効期間中、特に定めのない限り、

甲乙間において別途締結する労働者派遣個別契約（以下「個別契約」とい

う。）にも適用されるものとする。  

２  本契約の履行に関して甲と乙との間で用いる言語は、日本語とする。  

３  本契約に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。  

４  本契約は、日本国の法令に準拠するものとする。  

５  本契約に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面に

より行わなければならない。  

（労働者派遣個別契約）  

第３条  甲及び乙は、乙が甲に派遣労働者の派遣を行う都度、派遣法その他関

係諸法令、派遣先が講ずべき措置に関する指針（以下、「派遣先指針」とい

う。）及び派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針（以下、「派遣元指

針」という。）等の定めに基づき、派遣労働者の従事する業務内容、就業場

所、派遣期間、その他労働者派遣に必要な細目について個別契約を締結す

る。ただし、派遣法第 40条の２の派遣可能期間の制限を受けない業務につい

ては、さらに所定の事項を加えるものとする。  

２  乙は、前項の個別契約に基づく派遣就業の目的達成に適する労働者の派遣

を行い、甲に対し、当該派遣労働者の氏名、性別その他派遣法及び労働者派

遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則

（昭和 61年労働省令第 20号。以下「施行規則」という。）に定める事項を通

知しなければならない。  
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（契約期間）  

第４条  契約期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31日とする。  

（契約金額）  

第 ５ 条  甲 は 、 乙 に 対 し 、 労 働 者 派 遣 に 対 す る 対 価 （ 以 下 「 派 遣 料 」 と い

う。）として、１年あたり○○○○円（税抜）を支払う。  

２  甲は、契約金額を 11で除して得た額を毎月（８月を除く。）支払うものと

する。この場合において、当該 11で除して得た額に１円未満の端数があると

きは、その端数に 11を乗じて得た額のうち１円以上の額を、最終の支払月に

支払う額に加算するものとする。  

３  甲は、乙からの請求書を受領した後、翌々月５日までに乙の指定する金融

機関口座への振込みにより派遣料の支払いを行う。  

４  消費税法（昭和 63年法律第 108号）の改正により消費税の税率が変更され

た場合には、当該変更後の税率に基づいて支払金額を算出するものとする。  

５  個別契約の契約期間中においても、経済変動、業務内容の著しい変更等に

より、派遣料改定の必要が生じた場合、甲及び乙の合意書面により、派遣料

の改定をすることができる。  

６  甲の従業員のストライキその他甲の責に帰すべき事由により派遣労働者の

業務遂行が不可能となった場合には、乙は債務不履行の責を負わず、甲に派

遣料を請求することができるものとする。  

（派遣可能期間の制限のある業務と抵触日通知等）  

第６条  甲及び乙は、甲の事業所その他派遣就業の場所における組織単位ごと

の業務について、３年を超える期間継続して同一の派遣労働者を受け入れ、

又は派遣してはならない。  

２  甲は、新たな個別契約を締結するに当たり、あらかじめ乙に対し、当該労

働者派遣の開始日以後甲の事業所その他派遣就業の場所における組織単位ご

との業務について派遣可能期間の制限に抵触することとなる最初の日を書面

の交付等により通知するものとする。個別契約の締結後に、甲において派遣

可能期間を延長する場合においても同様とする。  

３  甲は、前項の甲の事業所その他派遣就業の場所における組織単位ごとの業

務について、３年を超える期間労働者派遣を受けようとする場合（満 60歳以

上又は無期雇用の派遣労働者等に係る労働者派遣を除く。）は、あらかじめ

その事業所の労働者の過半数で組織する労働組合又は労働者の過半数を代表

する者に対し、当該期間をはじめ施行規則に定める事項を書面により通知

し、その意見を聴くものとする。個別契約の締結後に、甲において派遣可能
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期間を延長する場合においても同様とする。  

４  甲及び乙は、第２項の通知がなかった場合には、個別契約を締結してはな

らない。  

（派遣先責任者及び派遣元責任者の選任）  

第７条  甲は、自己の職員の中から、就業場所ごとに派遣先責任者を選任し、

指揮命令者に個別契約書に定める事項を遵守させる等、適正な派遣就業を図

るとともに、その所属部署、役職及び氏名を個別契約書に記載し、乙はこれ

を派遣労働者に通知する。  

２  乙は、自己の雇用する労働者の中から、派遣元責任者を選任し、適正な派

遣就業のための措置を行うとともに、その所属部署、役職及び氏名を個別契

約書に記載し、派遣労働者に通知する。  

３  甲及び乙は、それぞれ派遣先責任者及び派遣元責任者に、派遣労働者から

申出を受けた苦情の処理、甲乙間の連絡調整等を行わせる。  

（指揮命令者）  

第８条  甲は、派遣労働者を自ら指揮命令して自己の事業のために使用し、個

別契約に定める就業条件を守って業務に従事させることとし、自己の雇用す

る労働者の中から就業場所ごとに指揮命令者を選任しなければならない。  

２  指揮命令者は、業務の処理について個別契約に定める事項を守って派遣労

働者を指揮命令し、契約外の業務に従事させることのないよう留意し、派遣

労働者が安全、正確かつ適切に業務を処理できるよう、業務処理の方法その

他必要な事項を派遣労働者に教授し指導する。  

３  指揮命令者は、前項に定めるもののほか、甲の職場維持、規律保持並びに

企業秘密及び個人情報等の漏洩防止のために必要な事項を派遣労働者に指示

することができる。  

（現金、有価証券等の取扱い）  

第９条  甲は、派遣労働者に現金、有価証券又はこれに類する貴重品の取扱い

を行わせないこととする。ただし、やむを得ない事情によりその必要がある

場合は、甲は自らの責任において現金、有価証券又はこれに類する貴重品の

取扱いを行わせることができる。  

（適正な就業の確保等）  

第 10条  乙は、派遣労働者に対し、適正な労務管理を行うとともに、甲の指揮

命令等に従って職場の秩序・規律を守り、適正に業務に従事するよう派遣労

働者を教育し、指導する。  

２  乙は、派遣元指針に基づき、派遣労働者に対して、派遣元事業主が行うべ
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き各種措置を講じるものとし、甲は、派遣先指針に基づき、派遣労働者に対

し、派遣先が行うべき各種措置を講じるものとする。  

３  甲は、派遣労働者に対し、当該派遣就業が適正かつ円滑に行われるように

するため、セクシャルハラスメント、パワーハラスメント等の防止等の適切

な就業環境を維持する措置を講じるように配慮するとともに、甲に雇用され

る労働者に利用の機会が与えられる給食設備、休憩室及び更衣室については

派遣労働者に利用の機会を与え、その他の診療施設等の現に甲に雇用される

労働者が通常利用している施設については、利用に関する便宜の供与に努め

る。  

４  甲は、前項に定める給食設備、休憩室及び更衣室それぞれの利用の機会の

付与の有無及び利用時間等の具体的な内容に変更があったときは、遅滞な

く、乙に対し、当該変更の内容及び変更が生じた時点に関する情報を提供し

なければならない。  

５  甲は、乙において派遣労働者と甲に雇用される労働者との間の待遇の相違

の内容及び理由等の説明等の措置が適切に講じられるようにするため、乙か

らの求めがあった場合、甲に雇用される労働者に関する情報、派遣労働者の

業務の遂行の状況その他の情報を乙に提供する等必要な協力をするよう配慮

する。  

６  甲の派遣労働者に対する派遣業務遂行上の指揮命令は、第８条に定める指

揮命令者が行うものとし、当該指揮命令者の不在の場合の代行命令者につい

ても、派遣労働者にあらかじめ明示しておくよう努めるものとする。  

（派遣労働者の交替）  

第 11条  派遣労働者がその就業にあたり遵守すべき甲の業務処理方法、就業規

律等に従わない場合又は業務処理の能率が著しく低く労働者派遣の目的を達

しない場合においては、甲は乙にその理由を示し、派遣労働者の交替を含む

適切な措置を要請することができる。  

２  前項の場合において、乙が派遣労働者に対し交替以外の適切な措置を講じ

ることにより改善が見込めるときは、乙は、当該派遣労働者に対する指導

等、交替以外の適切な措置によって改善を図ることができる。  

３  派遣労働者の傷病その他やむを得ない事由がある場合において、乙は、派

遣労働者の交替をすることができる。  

（処理状況の調査等）  

第 12条  甲は、必要と認めるときは、業務の処理状況について調査し、又は当

該業務の乙に対し、報告を求めることができる。  



5 

（業務上災害等）  

第 13条  派遣就業に伴う派遣労働者の業務上災害及び通勤災害については、乙

は、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）に定める使用者の責任及び労働者災

害補償保険法（昭和 22年法律第 50号）に定める事業主の責任を負う。  

２  甲は、乙の行う労働保険給付の申請手続等について必要な協力をしなけれ

ばならない。  

３  甲は、派遣法及び施行規則に規定する労働基準法、労働安全衛生法等の適

用に関する特例の定めに基づき派遣労働者の労働基準及び安全衛生の確保に

努める。  

（年次有給休暇）  

第 14条  乙は、派遣労働者から年次有給休暇の申請があった場合、原則として

事前に甲に対し通知する。  

２  甲は、派遣労働者の年次有給休暇の取得に協力するものとする。ただし、

通知された日の取得が業務の運営に相当の支障を来すときは、甲は乙に対し

て派遣労働者に取得予定日の変更を依頼することを要請できる。  

（権利の帰属）  

第 15条  派遣労働者が従事した派遣業務の結果作成された成果物（有体物の所

有権及び無体財産権を含む。）に関する一切の権利は、派遣先に帰属するも

のとする。  

（損害賠償）  

第 16条  派遣業務の遂行において、派遣労働者が故意又は過失により甲又は第

三者に損害を与えた場合、乙は甲又は第三者に対して、甲又は第三者が受け

た損害を直ちに賠償する責任を負うものとする。ただし、当該損害が、指揮

命令者その他甲が使用する者（以下、本条において「指揮命令者等」とい

う。）の派遣労働者に対する指揮命令等（必要な注意及び指示を行わない等

の不作為を含む）により生じたと認められるときは、この限りでない。  

２  前項の場合において、その損害が派遣労働者の故意又は過失と指揮命令者

等の指揮命令等との双方に起因するときは、乙は、指揮命令者等の指揮命令

等により発生した損害の範囲について、前項の責任を免れるものとする。  

３  甲は、損害賠償を請求するに当たっては、損害の発生を知った後遅滞な

く、乙に対し、損害の発生及びその額について、書面により通知するものと

する。  

（一般的損害等）  

第 17条  この契約の履行に関して発生した損害（第三者に及ぼした損害を含
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む。）については、乙がその費用を負担するものとする。ただし、その損害

のうち、甲の責に帰すべき事由により生じたものについては、甲が負担す

る。  

（第三者に及ぼした損害）  

第 18条  業務の施行により第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を賠

償しなければならない。ただし、その損害のうち、甲の責めに帰すべき事由

により生じたものについては、甲が負担する。  

２  前項の規定にかかわらず、業務の施行に伴い、通常避けることができない

理由により第三者に損害を及ぼしたときは、甲がその損害を負担しなければ

ならない。ただし、その損害のうち、業務の施行につき乙が善良な管理者の

注意義務を怠ったことにより生じたものについては、乙が負担する。  

３  前２項の場合その他業務の施行について第三者との間に紛争を生じた場合

は、甲及び乙が協力してその処理解決にあたるものとする。  

（派遣労働者の選任及び個人情報の保護）  

第 19条  本契約に基づく派遣労働者の選任は乙が行うものとし、甲は、乙に対

し、派遣労働者の事前面接及び履歴書の送付を要求する等、派遣労働者を特

定して派遣の役務の提供を求めたり、派遣労働者を特定する個人情報の提供

を要求したりしないものとする。  

２  甲及び乙は、本契約及び派遣就業上派遣労働者に関し知り得た個人情報を

正当な理由なく他に漏洩してはならない。  

（権利譲渡の禁止）  

第 20条  甲及び乙は、相手方の書面による承諾なくして本契約及び個別契約並

びにそれらに関連して発生する一切の権利を第三者に譲渡し、承継させ又は

担保の目的に供しないものとする。  

（一括委任又は一括下請負の禁止）  

第 21条  乙は、業務の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、又は請け負

わせてはならない。  

（機密保持）  

第 22条  乙は、本契約及び個別契約の履行により乙又は派遣労働者が知り得

た、甲の営業上、経営上、顧客管理上、技術上及び開発上の機密に関する情

報並びにそれらに準ずる情報その他周囲の状況から秘密として保護されるべ

きと認められる情報（以下「本件業務情報」という。）について、甲の事前

の書面による承諾を得ることなく第三者に対し開示し、又は漏洩してはなら

ない。  
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２  乙は、本件業務情報を、本契約及び個別契約の履行以外の目的に使用して

はならない。  

３  乙は、派遣労働者に対し、甲の本件業務情報について本契約及び個別契約

に基づく乙の守秘義務と同等の守秘義務を遵守させるとともに、当該義務の

遵守に関する教育指導その他適切な措置を講じるものとする。  

４  甲及び乙は相手方の事前承認を得ることなく、本契約及び個別契約に関連

する情報や映像を外部、メディア（広告、広報等を含む）等に露出させた

り、取材を受けたりしてはならない。  

５  前４項の規定は、本契約の契約期間満了後においてもなおその効力を有す

るものとする。  

（派遣先による派遣労働者の雇用）  

第 23条  甲は、個別契約に定める派遣期間の途中で乙の派遣労働者を雇用して

はならない。  

（契約内容の変更等）  

第 24条  甲は、必要があると認めるときは、乙と協議の上、この契約の内容を

変更し、又は履行を一時中止させることができる。  

２  前項の規定により契約金額を変更するときは、甲と乙とが協議して定め

る。  

（天災その他不可抗力による契約内容の変更）  

第 25条  契約締結後において、天災事変その他の不測の事件に基づく日本国内

での経済情勢の激変により契約内容が著しく不適当と認められるに至ったと

きは、その実情に応じ、甲又は乙は、相手方と協議のうえ、契約金額その他

の契約内容を変更することができる。  

（談合その他不正行為に対する賠償額の予定）  

第 26条  乙は、当該契約について次の各号のいずれかに該当するときは、賠償

金として、委託代金 額の 100分の 20に相 当する額を支払わな ければならな

い。当該契約を履行した後も同様とする。  

（１）公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下「独占禁止法」

という。）第 49条に規定する排除措置命令（第３号において単に「排除

措置命令」という。）が確定したとき。ただし、不当廉売の場合その他

甲が特に認める場合は除く。  

（２）公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして独占禁止法第 62条第１

項に規定する納付命令（次号において単に「納付命令」という。）が確
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定したとき。  

（３）乙が、排除措置命令又は納付命令に係る行政事件訴訟法（昭和 37年法律

第 139号）第３条第１項に規定する抗告訴訟を提起した場合は、その訴え

について請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。  

（４）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明

治 40年法律第 45号）第 96条の６の規定に違反し、同条の規定による刑が

確定したとき。  

２  前項の場合において、乙が共同企業体であり、既に解散しているときは、

甲は、乙の代表であった者又は構成員であった者に賠償金の支払いを請求す

ることができる。この場合において、乙の代表者及び構成員であった者は、

連帯して前項の額を甲に支払わなければならない。  

３  第１項の規定は、実際の損害額が同項に規定する賠償額を明らかに超える

場合においては、超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。  

（賠償額の減免）  

第 27条  甲は、乙の独占禁止法第 62条第１項の規定による納付すべき課徴金の

額が同法第７条の４第１項から第３項まで及び同条の５第３項の規定により

減免されたときは、前条第１項に規定する賠償金の額に当該減免率を乗じて

得た額を当該賠償金の額から減額することができる。  

（本契約の中途解除）  

第 28条  甲は、専ら甲に起因する事由により、本契約の契約期間の満了前に本

契約の解除を行おうとする場合には、あらかじめ相当の猶予期間をもって乙

に解除の申入れを行い、合意を得ることとする。  

２  甲及び乙は、本契約の契約期間満了前に派遣労働者の責に帰すべき事由に

よらない本契約の解除を行った場合には、甲及び乙の関連事業所での就業を

あっせんする等により、本契約に係る派遣労働者の新たな就業機会の確保を

図るよう努めることとする。  

３  甲は、自己の都合により本契約の契約期間満了前に本契約の解除を行おう

とする場合であって、前項の対応ができないときには、少なくとも乙に生じ

た、乙の派遣労働者に対して支払う休業手当、解雇予告手当等の額につい

て、損害の賠償を行い、甲乙間で十分に協議した上で適切な善後処理方策を

講ずることとする。  

４  甲は、本契約の契約期間の満了前に本契約の解除を行う場合であって、乙

から請求があったときは、本契約の解除の理由を乙に対し明らかにすること

とする。  
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５  甲乙双方の責に帰すべき事由がある場合において、本契約の契約期間満了

前に本契約の解除を行うときは、甲及び乙は、甲乙それぞれの責に帰すべき

部分の割合について十分に考慮したうえで、協議を行うこととする。  

（甲の任意解除権）  

第 29条  甲は、業務が完了するまでの間は、次条又は第 31条の規定によるほ

か、必要があると認めるときは、契約を解除することができる。  

２  甲は、前項の規定により契約を解除した場合において、乙に損害を及ぼし

たときは、その損害を賠償しなければならない。この場合において、当該賠

償額は、甲及び乙が協議して定めるものとする。  

（甲の催告による解除権）  

第 30条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定め

てその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、契約を解除するこ

とができる。ただし、その期間を経過したときにおける債務の不履行が、当

該契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでな

い。  

（１）正当な理由なく、業務に着手すべき時期を過ぎても着手しないとき。  

（２）履行期間内又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みが

ないと明らかに認められるとき。  

（３）乙としての資格を欠くこととなったとき。  

（４）前各号に掲げるもののほか、契約に違反したとき。  

（甲の催告によらない解除権）  

第 31条  甲又は乙が次の各号のいずれかに該当する場合、相手方は、何等の通

知及び催告をすることなく、本契約及び個別契約の全部又は一部を直ちに解

除することができるものとする。  

 (１ ) 支払の停止又は仮差押、差押、競売、破産、民事再生手続開始、会社更

生手続開始、特別清算開始の申立てがあったとき。  

 (２ ) 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。  

 (３ ) 公租公課の滞納処分を受けたとき。  

 (４ ) 財産状態が著しく悪化し又はその恐れがあると認められたとき。  

 (５ ) 親会社又は重要な子会社が前各号に掲げるもののいずれかに該当した場

合  

（６）第 20条の規定に違反して派遣料債権を譲渡したとき。  

（７）契約の全部の履行ができないことが明らかであるとき。  

（８）債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。  
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（９）乙の債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行

を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは

契約をした目的を達することができないとき。  

（ 10）契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に 履 行 し な け れ ば 契 約 を し た 目 的 を 達 す る こ と が で き な い 場 合 に お い

て、乙が履行をしないでその時期を経過したとき。  

（ 11）前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催

告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがな

いことが明らかであるとき。  

（ 12）経営状態が悪化したと判断する事実があり、かつ、乙の所在が不明のた

め連絡をとることができないとき。  

（ 13）横須賀市暴力団排除条例（平成 24年横須賀市条例第６号。以下「暴排条

例」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下単に「暴力団」と

いう。）、又は同条第４号に規定する暴力団員等（以下単に「暴力団員

等」という。）が経営に実質的に関与していると認められる者に委託代

金債権を譲渡したとき。  

（ 14）暴排条例第 10条の規定による照会に対する神奈川県警察本部長からの回

答又は神奈川県警察本部長からの通知等により、乙（乙が共同企業体で

あるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）が次のいずれか

に該当するとき。  

ア  暴力団員等であると認められたとき。  

イ  暴排条例第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等（以下単に「暴

力団経営支配法人等」という。）であると認められたとき。  

ウ  神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神奈川県条例第 75号）第 23条第１項

又は第２項に違反したと認められるとき。  

エ  役員等（個人にあっては当該個人）又は経営に事実上参加している者が

暴力団員等と密接な関係を有していると認められたとき。  

オ  下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手

方がアからエまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契

約を締結したと認められるとき。  

カ  乙が、アからエまでのいずれかに該当する者を下請契約、資材又は原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（オに該当する場合

を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わ

なかったとき。  
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２  甲又は乙は、相手方の債務不履行があった場合において、相当の期間を定

めて履行の催告を行ったにもかかわらず当該期間内に履行がなされないとき

は、本契約を解除することができるものとする。  

（甲の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）  

第 32条  第 30条各号又は前条各号に規定する場合において、当該場合が甲の責

めに帰すべき事由によるものであるときは、甲は、前２条の規定による契約

の解除をすることができない。  

（乙の催告による解除権）  

第 33条  乙は、甲が契約に違反した場合は、相当の期間を定めてその履行の催

告をし、その期間内に履行がないときは、契約を解除することができる。た

だし、その期間を経過したときにおける債務の不履行が当該契約及び取引上

の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。  

（乙の催告によらない解除権）  

第 34条  乙は、契約の内容の変更により委託代金額が３分の２以上増減したと

きは、直ちに契約を解除することができる。  

（乙の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）  

第 35条  第 33条又は前条に規定する場合において、当該場合が乙の責めに帰す

べき事由によるものであるときは、乙は、前２条の規定による契約の解除を

することができない。  

（契約解除に伴う措置）  

第 36条  契約が解除された場合において、履行の確認を受けて完了した履行部

分があるときは、甲は当該履行完了部分に対する代金相当額を支払うものと

する。  

（甲の損害賠償請求等）  

第 37条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じ

た損害の賠償を請求することができる。  

（１）履行期間内に業務を完了することができないとき。  

（２）当該契約の目的物に契約不適合があるとき。  

（３）前２号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は

債務の履行が不能であるとき。  

２  乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、

甲の指定する期間内に、違約金を支払わなければならない。  

（１）第 30条又は第 31条の規定により契約が解除されたとき。  

（２）乙がその債務の履行を拒否し、又は乙の責めに帰すべき事由によって乙
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の債務が履行不能となったとき。  

３  次の各号のいずれかに掲げる者が契約を解除した場合は、前項第２号に該

当する場合とみなす。  

（１）乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16

年法律第 75号）の規定により選任された破産管財人  

（２）乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平

成 14年法律第  154号）の規定により選任された管財人  

（３）乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平

成 11年法律第  225号）の規定により選任された再生債務者等  

４  第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号

に該当する場合とみなされる場合を除く。）が、当該契約及び取引上の社会

通念に照らして乙の責めに帰することができない事由によるものであるとき

は、第１項及び第２項の規定は適用しない。  

５  第１項第１号の規定による損害金の額は、委託代金額から引渡しを受けた

部分に相当する委託代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、履行期間

満了日が到来した日における国の債権の管理等に関する法律施行令（昭和 31

年政令第  337号）第 29条第１項に規定する財務大臣が定める率（以下「債権

管理法施行令で定める率」という。）で計算した額を請求するものとする。  

６  第２項の違約金の額は、次に掲げる額の 100分の 10に相当する額とする。  

（１）単価による契約  予定数量に単価を乗じて得た委託代金額（複数の単価

による契約の場合にあっては、この額の総額）から出来高金額を控除し

た金額  

（２）長期継続契約  契約解除した日の属する年度の契約額  

（３）その他の契約  委託代金額  

（乙の損害賠償請求等）  

第 38条  乙は、甲が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じ

た損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合が、

当該契約及び取引上の社会通念に照らして甲の責めに帰することができない

事由によるものであるときは、この限りでない。  

（１）第 33条又は第 34条の規定により当該契約が解除されたとき。  

（２）前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債

務の履行が不能であるとき。  

２  乙は、第５条の規定による契約金額の支払いが遅れた場合においては、未

受領金額につき、遅延日数に応じ、約定期間を経過した日における政府契約
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の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24年法律第  256号）第８条第１項に規

定する財務大臣が定める率で計算した額の遅延利息の支払いを甲に請求する

ことができる。  

（違約金等の徴収方法）  

第 39条  甲は、乙から違約金（第 37条第２項に規定する違約金を除く。）、損

害金又は賠償金を徴収する場合において、当該契約の債務があるときは、こ

れを相殺し、又は充当することができる。この場合において、なお不足があ

るときは、別にこれを徴収するものとする。  

（個人情報等の保護）  

第 40条  乙は、当該契約の履行にあたって個人情報（特定個人情報を含む）又

は個人番号を取り扱うときは、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律

第 57号）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成 25年法律第 27号）を遵守しなければならない。  

（暴力団等からの不当介入の排除）  

第 41条  乙は、契約の履行に当たって、暴力団、暴力団員等又は暴力団経営支

配法人等に該当する者から、暴力団を利することとなるような社会通念上不

当な要求又は契約の適正な履行を妨げる行為を受けた場合は、遅延なく甲に

報告し、かつ、所管警察署に通報するとともに捜査上必要な協力をしなけれ

ばならない。  

（協議事項）  

第 42条  本契約又は個別契約に定めのない事項及びその解釈に疑義を生じた事

項については、法令の定めに従い、甲乙誠意をもって協議の上解決する。  

（合意管轄）  

第 43条  本契約から生ずる権利義務に関する一切の紛争は、被告の本庁あるい

は本店の所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とす

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 以上、本契約締結の証として本書二通を作成し、当事者各自記名押印の上各
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一通を保有する。  

令和６年４月１日  

                甲：横須賀小川町 11番地  

                  横須賀市  

                  横須賀市長  上地  克明   印  

 

                乙：  

 

 

 


